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2025年９月２日 

 

各 位 

会 社 名 株式会社ヴィア・ホールディングス 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  楠 元  健 一 郎 

 （コード 7918、東証スタンダード市場） 

問い合わせ先 常務執行役員経営推進本部長 羽根 英臣 

 電 話 番 号  0 3－ 5 1 5 5－ 6 8 0 1 

 

 

（訂正）「第三者割当によるＥ種優先株式及び第 28回新株予約権の発行、 

定款の一部変更、並びに資本金及び資本準備金の額の減少に関するお知らせ」 

の一部訂正について 

 

2025年８月12日付で開示いたしました「第三者割当によるＥ種優先株式及び第28回新株予約権の発行、定

款の一部変更、並びに資本金及び資本準備金の額の減少に関するお知らせ」につきまして、定款変更の内容の

一部に訂正すべき事項がありましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

１．訂正の理由 

定款変更の内容に一部訂正すべき事項がありましたので、これを訂正いたします。 

 

２．訂正の内容（訂正箇所は網掛けで示しております。） 

別紙３ 定款変更の内容 

 

【訂正前】 

（下線部は変更部分を示しております。） 

現 行 定 款 変  更  案 

＜省略＞ 

 

＜省略＞ 

（普通株式を対価とする取得請求権） 

第１１条の７ Ｃ種優先株主は、いつでも、本条所定の

条件に従って、当会社に対し、その有するＣ種優先株

式の全部又は一部を取得するのと引換えに普通株式を

交付することを請求（以下本条において「転換請求」

といい、転換請求がなされた日を「転換請求日」とい

う。）することができる。 

② 取得と引換えに交付すべき財産 

１．本条に基づき、当会社がＣ種優先株主に対し対

価として交付する普通株式の数は、以下に定める

算定方法により算出する。ただし、小数点以下の

切り捨ては最後に行い、Ｃ種優先株主に対して交

付することとなる普通株式の数に１株未満の端数

が生じたときはこれを切り捨て、金銭による調整

は行わない。 

 

（普通株式を対価とする取得請求権） 

第１１条の７ Ｃ種優先株主は、いつでも、本条所定の

条件に従って、当会社に対し、その有するＣ種優先株

式の全部又は一部を取得するのと引換えに普通株式を

交付することを請求（以下本条において「転換請求」

といい、転換請求がなされた日を「転換請求日」とい

う。）することができる。 

② 取得と引換えに交付すべき財産 

１．本条に基づき、当会社がＣ種優先株主に対し対

価として交付する普通株式の数は、以下に定める

算定方法により算出する。ただし、小数点以下の

切り捨ては最後に行い、Ｃ種優先株主に対して交

付することとなる普通株式の数に１株未満の端数

が生じたときはこれを切り捨て、金銭による調整

は行わない。 
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現 行 定 款 変  更  案 

（算式） 

Ｃ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の

普通株式の数 

＝Ｃ種優先株主が取得を請求したＣ種優先株式の

数×第１１条の５第２項に定める基本償還価額相

当額から同項に定める控除価額相当額を控除した

金額（ただし、基本償還価額相当額及び控除価額

相当額は、同項に定める基本償還価額算式及び控

除価額算式における「償還請求日」を「転換請求

日」と、「償還請求前支払済優先配当金」を「転

換請求前支払済優先配当金」（転換請求日までの

間に支払われたＣ種優先配当金（転換請求日まで

の間に支払われたＣ種期中優先配当金及び累積未

払Ｃ種優先配当金を含む。）の支払金額をいう。）

と読み替えて算出される。）÷転換価額  

 

２．転換価額 

イ 当初転換価額 

当初転換価額は２０６円とする。 

ロ 転換価額の修正 

転換価額は、２０２２年３月３１日以降の毎

年３月３１日及び９月３０日（以下本条にお

いてそれぞれ「転換価額修正日」という。）

に、転換価額修正日における時価の９０％に

相当する金額（以下本条において「修正後転

換価額」という。）に修正されるものとする。

ただし、修正後転換価額が当初転換価額の５

０％（以下本条において「下限転換価額」と

いう。）を下回るときは、修正後転換価額は下

限転換価額とする。なお、転換価額が、下記

ハにより調整された場合には、下限転換価額

についても同様の調整を行うものとする。 

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先

立つ３０連続取引日の株式会社東京証券取引

所（以下「東証」という。）における普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。円単位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。）とする。 

ハ 転換価額の調整 

(a) 当会社は、Ｃ種優先株式の発行後、下記

(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生じる可能性がある場

合は、次に定める算式（以下、本条において

「転換価額調整式」という。）をもって転換価

額（上記ロに基づく修正後の転換価額を含

む。）を調整する。 

 

（算式） 

Ｃ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の

普通株式の数 

＝Ｃ種優先株主が取得を請求したＣ種優先株式の

数×第１１条の５第２項に定める基本償還価額相

当額から同項に定める控除価額相当額を控除した

金額（ただし、基本償還価額相当額及び控除価額

相当額は、同項に定める基本償還価額算式及び控

除価額算式における「償還請求日」を「転換請求

日」と、「償還請求前支払済優先配当金」を「転

換請求前支払済優先配当金」（転換請求日までの

間に支払われたＣ種優先配当金（転換請求日まで

の間に支払われたＣ種期中優先配当金及び累積未

払Ｃ種優先配当金を含む。）の支払金額をいう。）

と読み替えて算出される。）÷転換価額  

 

２．転換価額 

イ 当初転換価額 

当初転換価額は２０６円とする。 

ロ 転換価額の修正 

転換価額は、２０２２年３月３１日以降の毎

年３月３１日及び９月３０日（以下本条にお

いてそれぞれ「転換価額修正日」という。）

に、転換価額修正日における時価の９０％に

相当する金額（以下本条において「修正後転

換価額」という。）に修正されるものとする。

ただし、修正後転換価額が当初転換価額の５

０％（以下本条において「下限転換価額」と

いう。）を下回るときは、修正後転換価額は下

限転換価額とする。なお、転換価額が、下記

ハにより調整された場合には、下限転換価額

についても同様の調整を行うものとする。 

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先

立つ３０連続取引日の株式会社東京証券取引

所（以下「東証」という。）における普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。円単位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。）とする。 

ハ 転換価額の調整 

(a) 当会社は、Ｃ種優先株式の発行後、下記

(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生じる可能性がある場

合は、次に定める算式（以下、本条において

「転換価額調整式」という。）をもって転換価

額（上記ロに基づく修正後の転換価額を含

む。）を調整する。 

 



 

3 

現 行 定 款 変  更  案 

調整後転換価額 

＝調整前転換価額×（既発行普通株式数＋

（（交付普通株式数×１株当たりの払込金額）

÷時価））÷（既発行普通株式数＋交付普通

株式数） 

 

転換価額調整式で使用する「既発行普通株式

数」は、普通株式を有する株主（以下「普通

株主」という。）に下記(b)(i)ないし(iv)の各

取引に係る基準日が定められている場合はそ

の日、また当該基準日が定められていない場

合は、調整後の転換価額を適用する日の１か

月前の日における、当会社の発行済普通株式

数から当該日における当会社の有する普通株

式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記

(b)又は(d)に基づき交付普通株式数とみなさ

れた普通株式のうち未だ交付されていない普

通株式の数を加えた数とする。 

転換価額調整式で使用する「交付普通株式

数」は、普通株式の株式分割が行われる場合

には、株式分割により増加する普通株式数

（基準日における当会社の有する普通株式に

関して増加した普通株式数を含まない。）と

し、普通株式の併合が行われる場合には、株

式の併合により減少する普通株式数（効力発

生日における当会社の有する普通株式に関し

て減少した普通株式数を含まない。）を負の値

で表示して使用するものとする。 

転換価額調整式で使用する「１株当たりの払

込金額」は、下記(b)(i)の場合は当該払込金

額（金銭以外の財産を出資の目的とする場合

には適正な評価額、無償割当ての場合は０円

とする。）、下記(b)(ii)及び(iv)の場合は０円

とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付株

式等（下記(b)(iii)に定義する。）の交付に際

して払込みその他の対価関係にある支払がな

された額（時価を下回る対価をもって普通株

式の交付を請求できる新株予約権の場合に

は、その行使に際して出資される財産の価額

を加えた額とする。）から、その取得、転換、

交換又は行使に際して取得請求権付株式等の

所持人に交付される普通株式以外の財産の価

額を控除した金額を、その取得、転換、交換

又は行使に際して交付される普通株式の数で

除した金額（下記(b)(iii)において「対価」

という。）とする。 

(b) 転換価額調整式によりＣ種優先株式の転換

価額の調整を行う場合及びその調整後の転換

調整後転換価額 

＝調整前転換価額×（既発行普通株式数＋

（（交付普通株式数×１株当たりの払込金額）

÷時価））÷（既発行普通株式数＋交付普通

株式数） 

 

転換価額調整式で使用する「既発行普通株式

数」は、普通株式を有する株主（以下「普通

株主」という。）に下記(b)(i)ないし(iv)の各

取引に係る基準日が定められている場合はそ

の日、また当該基準日が定められていない場

合は、調整後の転換価額を適用する日の１か

月前の日における、当会社の発行済普通株式

数から当該日における当会社の有する普通株

式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記

(b)又は(d)に基づき交付普通株式数とみなさ

れた普通株式のうち未だ交付されていない普

通株式の数を加えた数とする。 

転換価額調整式で使用する「交付普通株式

数」は、普通株式の株式分割が行われる場合

には、株式分割により増加する普通株式数

（基準日における当会社の有する普通株式に

関して増加した普通株式数を含まない。）と

し、普通株式の併合が行われる場合には、株

式の併合により減少する普通株式数（効力発

生日における当会社の有する普通株式に関し

て減少した普通株式数を含まない。）を負の値

で表示して使用するものとする。 

転換価額調整式で使用する「１株当たりの払

込金額」は、下記(b)(i)の場合は当該払込金

額（金銭以外の財産を出資の目的とする場合

には適正な評価額、無償割当ての場合は０円

とする。）、下記(b)(ii)及び(iv)の場合は０円

とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付株

式等（下記(b)(iii)に定義する。）の交付に際

して払込みその他の対価関係にある支払がな

された額（時価を下回る対価をもって普通株

式の交付を請求できる新株予約権の場合に

は、その行使に際して出資される財産の価額

を加えた額とする。）から、その取得、転換、

交換又は行使に際して取得請求権付株式等の

所持人に交付される普通株式以外の財産の価

額を控除した金額を、その取得、転換、交換

又は行使に際して交付される普通株式の数で

除した金額（下記(b)(iii)において「対価」

という。）とする。 

(b) 転換価額調整式によりＣ種優先株式の転換

価額の調整を行う場合及びその調整後の転換
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現 行 定 款 変  更  案 

価額の適用時期については、次に定めるとこ

ろによる。 

(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払込

金額をもって普通株式を交付する場合（無

償割当ての場合を含む。）（ただし、当会社

の交付した取得請求権付株式、取得条項付

株式若しくは取得条項付新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。以下

本ハにおいて同じ。）の取得と引換えに交付

する場合、普通株式の交付を請求できる新

株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。以下本ハにおいて同じ。）その他

の証券若しくは権利の転換、交換又は行使

により交付する場合、又は当会社又はその

関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則第８条第８項に定める

関係会社をいう。以下同じ。）の取締役その

他の役員又は使用人に株式報酬として普通

株式の給付を行うために信託会社へ普通株

式を交付する場合を除く。） 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際

して払込期間が設けられたときは当該払込

期間の最終日とする。）又は無償割当ての

効力発生日の翌日以降これを適用する。た

だし、当会社の普通株主に募集株式の割当

てを受ける権利を与えるため又は無償割当

てのための基準日がある場合は、その日の

翌日以降これを適用する。 

(ii) 普通株式の株式分割をする場合 

調整後の転換価額は、普通株式の株式分割

のための基準日の翌日以降これを適用す

る。 

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式若

しくは取得条項付新株予約権であって、そ

の取得と引換えに下記(c)(ii)に定める時価

を下回る対価をもって普通株式を交付する

定めがあるものを交付する場合（無償割当

ての場合を含む。）、又は下記(c)(ii)に定め

る時価を下回る対価をもって普通株式の交

付を請求できる新株予約権その他の証券若

しくは権利を交付する場合（無償割当ての

場合を含むが、当会社又はその関係会社の

取締役その他の役員又は使用人に新株予約

権を割り当てる場合、及び第２５回新株予

約権及びＤ種優先株式の発行を除く。） 

調整後の転換価額は、交付される取得請求

権付株式、取得条項付株式若しくは取得条

項付新株予約権、又は新株予約権その他の

価額の適用時期については、次に定めるとこ

ろによる。 

(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払込

金額をもって普通株式を交付する場合（無

償割当ての場合を含む。）（ただし、当会社

の交付した取得請求権付株式、取得条項付

株式若しくは取得条項付新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。以下

本ハにおいて同じ。）の取得と引換えに交付

する場合、普通株式の交付を請求できる新

株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。以下本ハにおいて同じ。）その他

の証券若しくは権利の転換、交換又は行使

により交付する場合、又は当会社又はその

関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則第８条第８項に定める

関係会社をいう。以下同じ。）の取締役その

他の役員又は使用人に株式報酬として普通

株式の給付を行うために信託会社へ普通株

式を交付する場合を除く。） 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際

して払込期間が設けられたときは当該払込

期間の最終日とする。）又は無償割当ての

効力発生日の翌日以降これを適用する。た

だし、当会社の普通株主に募集株式の割当

てを受ける権利を与えるため又は無償割当

てのための基準日がある場合は、その日の

翌日以降これを適用する。 

(ii) 普通株式の株式分割をする場合 

調整後の転換価額は、普通株式の株式分割

のための基準日の翌日以降これを適用す

る。 

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式若

しくは取得条項付新株予約権であって、そ

の取得と引換えに下記(c)(ii)に定める時価

を下回る対価をもって普通株式を交付する

定めがあるものを交付する場合（無償割当

ての場合を含む。）、又は下記(c)(ii)に定め

る時価を下回る対価をもって普通株式の交

付を請求できる新株予約権その他の証券若

しくは権利を交付する場合（無償割当ての

場合を含むが、当会社又はその関係会社の

取締役その他の役員又は使用人に新株予約

権を割り当てる場合、及び第２５回新株予

約権及びＤ種優先株式の発行並びに第２８

回新株予約権及びＥ種優先株式の発行を除

く。） 

調整後の転換価額は、交付される取得請求
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証券若しくは権利（以下本条において「取

得請求権付株式等」という。）の全てが当

初の条件で取得、転換、交換又は行使され

普通株式が交付されたものとみなして転換

価額調整式を準用して算出するものとし、

交付される日又は無償割当ての効力発生日

の翌日以降これを適用する。ただし、普通

株主に取得請求権付株式等の割当てを受け

る権利を与えるため又は無償割当てのため

の基準日がある場合は、その日の翌日以降

これを適用する。 

上記にかかわらず、取得、転換、交換又は

行使に際して交付される普通株式の対価が

上記の時点で確定していない場合は、調整

後の転換価額は、当該対価の確定時点で交

付されている取得請求権付株式等の全てが

当該対価の確定時点の条件で取得、転換、

交換又は行使され普通株式が交付されたも

のとみなして転換価額調整式を準用して算

出するものとし、当該対価が確定した日の

翌日以降これを適用する。 

(iv) 普通株式の併合をする場合 

調整後の転換価額は、株式の併合の効力発

生日以降これを適用する。 

(c)(i) 転換価額調整式の計算については、円

単位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を切り捨てる。 

(ii) 転換価額調整式で使用する時価は、

調整後の転換価額を適用する日に先立つ３

０連続取引日の東証における普通株式の普

通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。円単位

未満小数第２位まで算出し、その小数第２

位を四捨五入する。）とする。 

(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要と

する場合以外にも、次に掲げる場合に該当す

ると当会社取締役会が合理的に判断するとき

には、当会社は、必要な転換価額の調整を行

う。 

(i) 当会社を存続会社とする合併、他の会社

が行う吸収分割による当該会社の権利義務

の全部又は一部の承継、又は他の株式会社

が行う株式交換による当該株式会社の発行

済株式の全部の取得のために転換価額の調

整を必要とするとき。 

(ii) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上

相接して発生し、一方の事由に基づく調整

後の転換価額の算出に当たり使用すべき時

権付株式、取得条項付株式若しくは取得条

項付新株予約権、又は新株予約権その他の

証券若しくは権利（以下本条において「取

得請求権付株式等」という。）の全てが当

初の条件で取得、転換、交換又は行使され

普通株式が交付されたものとみなして転換

価額調整式を準用して算出するものとし、

交付される日又は無償割当ての効力発生日

の翌日以降これを適用する。ただし、普通

株主に取得請求権付株式等の割当てを受け

る権利を与えるため又は無償割当てのため

の基準日がある場合は、その日の翌日以降

これを適用する。 

上記にかかわらず、取得、転換、交換又は

行使に際して交付される普通株式の対価が

上記の時点で確定していない場合は、調整

後の転換価額は、当該対価の確定時点で交

付されている取得請求権付株式等の全てが

当該対価の確定時点の条件で取得、転換、

交換又は行使され普通株式が交付されたも

のとみなして転換価額調整式を準用して算

出するものとし、当該対価が確定した日の

翌日以降これを適用する。 

(iv) 普通株式の併合をする場合 

調整後の転換価額は、株式の併合の効力発

生日以降これを適用する。 

(c)(i) 転換価額調整式の計算については、円

単位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を切り捨てる。 

(ii) 転換価額調整式で使用する時価は、

調整後の転換価額を適用する日に先立つ３

０連続取引日の東証における普通株式の普

通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。円単位

未満小数第２位まで算出し、その小数第２

位を四捨五入する。）とする。 

(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要と

する場合以外にも、次に掲げる場合に該当す

ると当会社取締役会が合理的に判断するとき

には、当会社は、必要な転換価額の調整を行

う。 

(i) 当会社を存続会社とする合併、他の会社

が行う吸収分割による当該会社の権利義務

の全部又は一部の承継、又は他の株式会社

が行う株式交換による当該株式会社の発行

済株式の全部の取得のために転換価額の調

整を必要とするとき。 

(ii) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上
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価につき、他方の事由による影響を考慮す

る必要があるとき。 

(iii) その他当会社の発行済普通株式の株式

数の変更又は変更の可能性の生じる事由の

発生により転換価額の調整を必要とすると

き。 

(e) 転換価額調整式により算出された調整後転

換価額と調整前転換価額との差額が１円未満

の場合は、転換価額の調整は行わないものと

する。ただし、本(e)により不要とされた調整

は繰り越されて、その後の調整の計算におい

て斟酌される。 

(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整を

行うときは、当会社は、あらかじめ書面によ

りその旨並びにその事由、調整前の転換価

額、調整後の転換価額及びその適用の日その

他必要な事項を株主名簿に記録された各Ｃ種

優先株主に通知する。ただし、その適用の日

の前日までに前記の通知を行うことができな

いときは、適用の日以降速やかにこれを行

う。 

 

③ 本条第１項に基づく転換請求の効力は、Ｃ種優先

株式に係る転換請求書が当会社本店に到着したとき

に発生する。 

 

相接して発生し、一方の事由に基づく調整

後の転換価額の算出に当たり使用すべき時

価につき、他方の事由による影響を考慮す

る必要があるとき。 

(iii) その他当会社の発行済普通株式の株式

数の変更又は変更の可能性の生じる事由の

発生により転換価額の調整を必要とすると

き。 

(e) 転換価額調整式により算出された調整後転

換価額と調整前転換価額との差額が１円未満

の場合は、転換価額の調整は行わないものと

する。ただし、本(e)により不要とされた調整

は繰り越されて、その後の調整の計算におい

て斟酌される。 

(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整を

行うときは、当会社は、あらかじめ書面によ

りその旨並びにその事由、調整前の転換価

額、調整後の転換価額及びその適用の日その

他必要な事項を株主名簿に記録された各Ｃ種

優先株主に通知する。ただし、その適用の日

の前日までに前記の通知を行うことができな

いときは、適用の日以降速やかにこれを行

う。 

 

③ 本条第１項に基づく転換請求の効力は、Ｃ種優先

株式に係る転換請求書が当会社本店に到着したとき

に発生する。 

 

＜省略＞ 

 

＜省略＞ 

（普通株式を対価とする取得請求権） 

第１１条の１６ Ｄ種優先株主は、Ｄ種優先株式の発行

日から１年経過後いつでも、本条所定の条件に従っ

て、当会社に対し、その有するＤ種優先株式の全部又

は一部を取得するのと引換えに普通株式を交付するこ

とを請求（以下本条において「転換請求」といい、転

換請求がなされた日を「転換請求日」という。）するこ

とができる。 

 

② 取得と引換えに交付すべき財産 

１．本条に基づき、当会社がＤ種優先株主に対し対

価として交付する普通株式の数は、以下に定める

算定方法により算出する。ただし、小数点以下の

切り捨ては最後に行い、Ｄ種優先株主に対して交

付することとなる普通株式の数に１株未満の端数

が生じたときはこれを切り捨て、金銭による調整

は行わない。 

 

（普通株式を対価とする取得請求権） 

第１１条の１６ Ｄ種優先株主は、Ｄ種優先株式の発行

日から１年経過後いつでも、本条所定の条件に従っ

て、当会社に対し、その有するＤ種優先株式の全部又

は一部を取得するのと引換えに普通株式を交付するこ

とを請求（以下本条において「転換請求」といい、転

換請求がなされた日を「転換請求日」という。）するこ

とができる。 

 

② 取得と引換えに交付すべき財産 

１．本条に基づき、当会社がＤ種優先株主に対し対

価として交付する普通株式の数は、以下に定める

算定方法により算出する。ただし、小数点以下の

切り捨ては最後に行い、Ｄ種優先株主に対して交

付することとなる普通株式の数に１株未満の端数

が生じたときはこれを切り捨て、金銭による調整

は行わない。 
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（算式） 

Ｄ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の

普通株式の数 

＝Ｄ種優先株主が取得を請求したＤ種優先株式の

数×第１１条の１４第２項に定める基本償還価額

相当額（ただし、基本償還価額相当額は、同項に

定める基本償還価額算式における「償還請求日」

を「転換請求日」と読み替えて算出される。）÷

転換価額  

 

２．転換価額 

イ 当初転換価額 

当初転換価額は２０６円とする。 

ロ 転換価額の修正 

転換価額は、２０２２年３月３１日以降の毎年

３月３１日及び９月３０日（以下本条において

それぞれ「転換価額修正日」という。）に、転

換価額修正日における時価の９０％に相当する

金額（以下本条において「修正後転換価額」と

いう。）に修正されるものとする。ただし、修

正後転換価額が、当初転換価額の１５０％（以

下本条において「上限転換価額」という。）を

上回るときは、修正後転換価額は上限転換価額

とし、当初転換価額の７５％（以下本条におい

て「下限転換価額」という。）を下回るとき

は、修正後転換価額は下限転換価額とする。な

お、転換価額が、下記ハにより調整された場合

には、上限転換価額及び下限転換価額について

も同様の調整を行うものとする。 

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立

つ３０連続取引日の東証における普通株式の普

通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平

均値（終値のない日数を除く。円単位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入

する。）とする。 

ハ 転換価額の調整 

(a) 当会社は、Ｄ種優先株式の発行後、下記

(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更

を生じる場合又は変更を生じる可能性がある

場合は、次に定める算式（以下、本条におい

て「転換価額調整式」という。）をもって転

換価額（上記ロに基づく修正後の転換価額を

含む。）を調整する。 

 

調整後転換価額 

＝調整前転換価額×（既発行普通株式数＋

（（交付普通株式数×１株当たりの払込金

額）÷時価））÷（既発行普通株式数＋交付

（算式） 

Ｄ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の

普通株式の数 

＝Ｄ種優先株主が取得を請求したＤ種優先株式の

数×第１１条の１４第２項に定める基本償還価額

相当額（ただし、基本償還価額相当額は、同項に

定める基本償還価額算式における「償還請求日」

を「転換請求日」と読み替えて算出される。）÷

転換価額  

 

２．転換価額 

イ 当初転換価額 

当初転換価額は２０６円とする。 

ロ 転換価額の修正 

転換価額は、２０２２年３月３１日以降の毎年

３月３１日及び９月３０日（以下本条において

それぞれ「転換価額修正日」という。）に、転

換価額修正日における時価の９０％に相当する

金額（以下本条において「修正後転換価額」と

いう。）に修正されるものとする。ただし、修

正後転換価額が、当初転換価額の１５０％（以

下本条において「上限転換価額」という。）を

上回るときは、修正後転換価額は上限転換価額

とし、当初転換価額の７５％（以下本条におい

て「下限転換価額」という。）を下回るとき

は、修正後転換価額は下限転換価額とする。な

お、転換価額が、下記ハにより調整された場合

には、上限転換価額及び下限転換価額について

も同様の調整を行うものとする。 

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立

つ３０連続取引日の東証における普通株式の普

通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平

均値（終値のない日数を除く。円単位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入

する。）とする。 

ハ 転換価額の調整 

(a) 当会社は、Ｄ種優先株式の発行後、下記

(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更

を生じる場合又は変更を生じる可能性がある

場合は、次に定める算式（以下、本条におい

て「転換価額調整式」という。）をもって転

換価額（上記ロに基づく修正後の転換価額を

含む。）を調整する。 

 

調整後転換価額 

＝調整前転換価額×（既発行普通株式数＋

（（交付普通株式数×１株当たりの払込金

額）÷時価））÷（既発行普通株式数＋交付
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普通株式数） 

 

転換価額調整式で使用する「既発行普通株式

数」は、普通株主に下記(b)(i)ないし(iv)の

各取引に係る基準日が定められている場合は

その日、また当該基準日が定められていない

場合は、調整後の転換価額を適用する日の１

か月前の日における、当会社の発行済普通株

式数から当該日における当会社の有する普通

株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下

記(b)又は(d)に基づき交付普通株式数とみな

された普通株式のうち未だ交付されていない

普通株式の数を加えた数とする。 

転換価額調整式で使用する「交付普通株式

数」は、普通株式の株式分割が行われる場合

には、株式分割により増加する普通株式数

（基準日における当会社の有する普通株式に

関して増加した普通株式数を含まない。）と

し、普通株式の併合が行われる場合には、株

式の併合により減少する普通株式数（効力発

生日における当会社の有する普通株式に関し

て減少した普通株式数を含まない。）を負の

値で表示して使用するものとする。 

転換価額調整式で使用する「１株当たりの払

込金額」は、下記(b)(i)の場合は当該払込金

額（金銭以外の財産を出資の目的とする場合

には適正な評価額、無償割当ての場合は０円

とする。）、下記(b)(ii)及び(iv)の場合は０

円とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付

株式等（下記(b)(iii)に定義する。）の交付

に際して払込みその他の対価関係にある支払

がなされた額（時価を下回る対価をもって普

通株式の交付を請求できる新株予約権の場合

には、その行使に際して出資される財産の価

額を加えた額とする。）から、その取得、転

換、交換又は行使に際して取得請求権付株式

等の所持人に交付される普通株式以外の財産

の価額を控除した金額を、その取得、転換、

交換又は行使に際して交付される普通株式の

数で除した金額（下記(b)(iii)において「対

価」という。）とする。 

(b) 転換価額調整式によりＤ種優先株式の転

換価額の調整を行う場合及びその調整後の転

換価額の適用時期については、次に定めると

ころによる。 

(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払

込金額をもって普通株式を交付する場合

（無償割当ての場合を含む。）（ただし、

普通株式数） 

 

転換価額調整式で使用する「既発行普通株式

数」は、普通株主に下記(b)(i)ないし(iv)の

各取引に係る基準日が定められている場合は

その日、また当該基準日が定められていない

場合は、調整後の転換価額を適用する日の１

か月前の日における、当会社の発行済普通株

式数から当該日における当会社の有する普通

株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下

記(b)又は(d)に基づき交付普通株式数とみな

された普通株式のうち未だ交付されていない

普通株式の数を加えた数とする。 

転換価額調整式で使用する「交付普通株式

数」は、普通株式の株式分割が行われる場合

には、株式分割により増加する普通株式数

（基準日における当会社の有する普通株式に

関して増加した普通株式数を含まない。）と

し、普通株式の併合が行われる場合には、株

式の併合により減少する普通株式数（効力発

生日における当会社の有する普通株式に関し

て減少した普通株式数を含まない。）を負の

値で表示して使用するものとする。 

転換価額調整式で使用する「１株当たりの払

込金額」は、下記(b)(i)の場合は当該払込金

額（金銭以外の財産を出資の目的とする場合

には適正な評価額、無償割当ての場合は０円

とする。）、下記(b)(ii)及び(iv)の場合は０

円とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付

株式等（下記(b)(iii)に定義する。）の交付

に際して払込みその他の対価関係にある支払

がなされた額（時価を下回る対価をもって普

通株式の交付を請求できる新株予約権の場合

には、その行使に際して出資される財産の価

額を加えた額とする。）から、その取得、転

換、交換又は行使に際して取得請求権付株式

等の所持人に交付される普通株式以外の財産

の価額を控除した金額を、その取得、転換、

交換又は行使に際して交付される普通株式の

数で除した金額（下記(b)(iii)において「対

価」という。）とする。 

(b) 転換価額調整式によりＤ種優先株式の転

換価額の調整を行う場合及びその調整後の転

換価額の適用時期については、次に定めると

ころによる。 

(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払

込金額をもって普通株式を交付する場合

（無償割当ての場合を含む。）（ただし、
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当会社の交付した取得請求権付株式、取

得条項付株式若しくは取得条項付新株予

約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。以下本ハにおいて同じ。）の取得

と引換えに交付する場合、普通株式の交

付を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。以下本ハ

において同じ。）その他の証券若しくは権

利の転換、交換又は行使により交付する

場合、又は当会社又はその関係会社の取

締役その他の役員又は使用人に株式報酬

として普通株式の給付を行うために信託

会社へ普通株式を交付する場合を除く。） 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に

際して払込期間が設けられたときは当該

払込期間の最終日とする。）又は無償割当

ての効力発生日の翌日以降これを適用す

る。ただし、当会社の普通株主に募集株

式の割当てを受ける権利を与えるため又

は無償割当てのための基準日がある場合

は、その日の翌日以降これを適用する。 

(ii) 普通株式の株式分割をする場合 

調整後の転換価額は、普通株式の株式分

割のための基準日の翌日以降これを適用

する。 

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式

若しくは取得条項付新株予約権であっ

て、その取得と引換えに下記(c)(ii)に定

める時価を下回る対価をもって普通株式

を交付する定めがあるものを交付する場

合（無償割当ての場合を含む。）、又は下

記(c)(ii)に定める時価を下回る対価を

もって普通株式の交付を請求できる新株

予約権その他の証券若しくは権利を交付

する場合（無償割当ての場合を含むが、

当会社又はその関係会社の取締役その他

の役員又は使用人に新株予約権を割り当

てる場合、及び第２５回新株予約権及び

Ｃ種優先株式の発行を除く。） 

調整後の転換価額は、交付される取得請

求権付株式、取得条項付株式若しくは取

得条項付新株予約権、又は新株予約権そ

の他の証券若しくは権利（以下本条にお

いて「取得請求権付株式等」という。）の

全てが当初の条件で取得、転換、交換又

は行使され普通株式が交付されたものと

みなして転換価額調整式を準用して算出

するものとし、交付される日又は無償割

当会社の交付した取得請求権付株式、取

得条項付株式若しくは取得条項付新株予

約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。以下本ハにおいて同じ。）の取得

と引換えに交付する場合、普通株式の交

付を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。以下本ハ

において同じ。）その他の証券若しくは権

利の転換、交換又は行使により交付する

場合、又は当会社又はその関係会社の取

締役その他の役員又は使用人に株式報酬

として普通株式の給付を行うために信託

会社へ普通株式を交付する場合を除く。） 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に

際して払込期間が設けられたときは当該

払込期間の最終日とする。）又は無償割当

ての効力発生日の翌日以降これを適用す

る。ただし、当会社の普通株主に募集株

式の割当てを受ける権利を与えるため又

は無償割当てのための基準日がある場合

は、その日の翌日以降これを適用する。 

(ii) 普通株式の株式分割をする場合 

調整後の転換価額は、普通株式の株式分

割のための基準日の翌日以降これを適用

する。 

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式

若しくは取得条項付新株予約権であっ

て、その取得と引換えに下記(c)(ii)に定

める時価を下回る対価をもって普通株式

を交付する定めがあるものを交付する場

合（無償割当ての場合を含む。）、又は下

記(c)(ii)に定める時価を下回る対価を

もって普通株式の交付を請求できる新株

予約権その他の証券若しくは権利を交付

する場合（無償割当ての場合を含むが、

当会社又はその関係会社の取締役その他

の役員又は使用人に新株予約権を割り当

てる場合、及び第２５回新株予約権及び

Ｃ種優先株式の発行並びに第２８回新株

予約権及びＥ種優先株式の発行を除く。） 

調整後の転換価額は、交付される取得請

求権付株式、取得条項付株式若しくは取

得条項付新株予約権、又は新株予約権そ

の他の証券若しくは権利（以下本条にお

いて「取得請求権付株式等」という。）の

全てが当初の条件で取得、転換、交換又

は行使され普通株式が交付されたものと

みなして転換価額調整式を準用して算出
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当ての効力発生日の翌日以降これを適用

する。ただし、普通株主に取得請求権付

株式等の割当てを受ける権利を与えるた

め又は無償割当てのための基準日がある

場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。 

上記にかかわらず、取得、転換、交換又

は行使に際して交付される普通株式の対

価が上記の時点で確定していない場合

は、調整後の転換価額は、当該対価の確

定時点で交付されている取得請求権付株

式等の全てが当該対価の確定時点の条件

で取得、転換、交換又は行使され普通株

式が交付されたものとみなして転換価額

調整式を準用して算出するものとし、当

該対価が確定した日の翌日以降これを適

用する。 

(iv) 普通株式の併合をする場合 

調整後の転換価額は、株式の併合の効力

発生日以降これを適用する。 

(c)(i) 転換価額調整式の計算については、円

単位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を切り捨てる。 

(ii) 転換価額調整式で使用する時価は、

調整後の転換価額を適用する日に先立つ

３０連続取引日の東証における普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含

む。）の平均値（終値のない日数を除く。

円単位未満小数第２位まで算出し、その

小数第２位を四捨五入する。）とする。 

(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要と

する場合以外にも、次に掲げる場合に該当す

ると当会社取締役会が合理的に判断するとき

には、当会社は、必要な転換価額の調整を行

う。 

(i) 当会社を存続会社とする合併、他の会

社が行う吸収分割による当該会社の権利

義務の全部又は一部の承継、又は他の株

式会社が行う株式交換による当該株式会

社の発行済株式の全部の取得のために転

換価額の調整を必要とするとき。 

(ii) 転換価額を調整すべき事由が２つ以

上相接して発生し、一方の事由に基づく

調整後の転換価額の算出に当たり使用す

べき時価につき、他方の事由による影響

を考慮する必要があるとき。 

(iii) その他当会社の発行済普通株式の株

式数の変更又は変更の可能性の生じる事

するものとし、交付される日又は無償割

当ての効力発生日の翌日以降これを適用

する。ただし、普通株主に取得請求権付

株式等の割当てを受ける権利を与えるた

め又は無償割当てのための基準日がある

場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。 

上記にかかわらず、取得、転換、交換又

は行使に際して交付される普通株式の対

価が上記の時点で確定していない場合

は、調整後の転換価額は、当該対価の確

定時点で交付されている取得請求権付株

式等の全てが当該対価の確定時点の条件

で取得、転換、交換又は行使され普通株

式が交付されたものとみなして転換価額

調整式を準用して算出するものとし、当

該対価が確定した日の翌日以降これを適

用する。 

(iv) 普通株式の併合をする場合 

調整後の転換価額は、株式の併合の効力

発生日以降これを適用する。 

(c)(i) 転換価額調整式の計算については、円

単位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を切り捨てる。 

(ii) 転換価額調整式で使用する時価は、

調整後の転換価額を適用する日に先立つ

３０連続取引日の東証における普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含

む。）の平均値（終値のない日数を除く。

円単位未満小数第２位まで算出し、その

小数第２位を四捨五入する。）とする。 

(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要と

する場合以外にも、次に掲げる場合に該当す

ると当会社取締役会が合理的に判断するとき

には、当会社は、必要な転換価額の調整を行

う。 

(i) 当会社を存続会社とする合併、他の会

社が行う吸収分割による当該会社の権利

義務の全部又は一部の承継、又は他の株

式会社が行う株式交換による当該株式会

社の発行済株式の全部の取得のために転

換価額の調整を必要とするとき。 

(ii) 転換価額を調整すべき事由が２つ以

上相接して発生し、一方の事由に基づく

調整後の転換価額の算出に当たり使用す

べき時価につき、他方の事由による影響

を考慮する必要があるとき。 

(iii) その他当会社の発行済普通株式の株
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由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。 

(e) 転換価額調整式により算出された調整後

転換価額と調整前転換価額との差額が１円未

満の場合は、転換価額の調整は行わないもの

とする。ただし、本(e)により不要とされた

調整は繰り越されて、その後の調整の計算に

おいて斟酌される。 

(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整

を行うときは、当会社は、あらかじめ書面に

よりその旨並びにその事由、調整前の転換価

額、調整後の転換価額及びその適用の日その

他必要な事項を株主名簿に記録された各Ｄ種

優先株主に通知する。ただし、その適用の日

の前日までに前記の通知を行うことができな

いときは、適用の日以降速やかにこれを行

う。 

 

③ 本条第１項に基づく転換請求の効力は、Ｄ種優先

株式に係る転換請求書が当会社本店に到着したとき

に発生する。 

 

式数の変更又は変更の可能性の生じる事

由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。 

(e) 転換価額調整式により算出された調整後

転換価額と調整前転換価額との差額が１円未

満の場合は、転換価額の調整は行わないもの

とする。ただし、本(e)により不要とされた

調整は繰り越されて、その後の調整の計算に

おいて斟酌される。 

(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整

を行うときは、当会社は、あらかじめ書面に

よりその旨並びにその事由、調整前の転換価

額、調整後の転換価額及びその適用の日その

他必要な事項を株主名簿に記録された各Ｄ種

優先株主に通知する。ただし、その適用の日

の前日までに前記の通知を行うことができな

いときは、適用の日以降速やかにこれを行

う。 

 

③ 本条第１項に基づく転換請求の効力は、Ｄ種優先

株式に係る転換請求書が当会社本店に到着したとき

に発生する。 

 

＜省略＞ 

 

＜省略＞ 

 

【訂正後】 

（下線部は変更部分を示しております。） 

現 行 定 款 変  更  案 

＜省略＞ 

 

＜省略＞ 

（普通株式を対価とする取得請求権） 

第１１条の７ Ｃ種優先株主は、いつでも、本条所定の

条件に従って、当会社に対し、その有するＣ種優先株

式の全部又は一部を取得するのと引換えに普通株式を

交付することを請求（以下本条において「転換請求」

といい、転換請求がなされた日を「転換請求日」とい

う。）することができる。 

② 取得と引換えに交付すべき財産 

１．本条に基づき、当会社がＣ種優先株主に対し対

価として交付する普通株式の数は、以下に定める

算定方法により算出する。ただし、小数点以下の

切り捨ては最後に行い、Ｃ種優先株主に対して交

付することとなる普通株式の数に１株未満の端数

が生じたときはこれを切り捨て、金銭による調整

は行わない。 

 

（算式） 

（普通株式を対価とする取得請求権） 

第１１条の７ Ｃ種優先株主は、いつでも、本条所定の

条件に従って、当会社に対し、その有するＣ種優先株

式の全部又は一部を取得するのと引換えに普通株式を

交付することを請求（以下本条において「転換請求」

といい、転換請求がなされた日を「転換請求日」とい

う。）することができる。 

② 取得と引換えに交付すべき財産 

１．本条に基づき、当会社がＣ種優先株主に対し対

価として交付する普通株式の数は、以下に定める

算定方法により算出する。ただし、小数点以下の

切り捨ては最後に行い、Ｃ種優先株主に対して交

付することとなる普通株式の数に１株未満の端数

が生じたときはこれを切り捨て、金銭による調整

は行わない。 

 

（算式） 
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Ｃ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の

普通株式の数 

＝Ｃ種優先株主が取得を請求したＣ種優先株式の

数×第１１条の５第２項に定める基本償還価額相

当額から同項に定める控除価額相当額を控除した

金額（ただし、基本償還価額相当額及び控除価額

相当額は、同項に定める基本償還価額算式及び控

除価額算式における「償還請求日」を「転換請求

日」と、「償還請求前支払済優先配当金」を「転

換請求前支払済優先配当金」（転換請求日までの

間に支払われたＣ種優先配当金（転換請求日まで

の間に支払われたＣ種期中優先配当金及び累積未

払Ｃ種優先配当金を含む。）の支払金額をいう。）

と読み替えて算出される。）÷転換価額  

 

２．転換価額 

イ 当初転換価額 

当初転換価額は２０６円とする。 

ロ 転換価額の修正 

転換価額は、２０２２年３月３１日以降の毎

年３月３１日及び９月３０日（以下本条にお

いてそれぞれ「転換価額修正日」という。）

に、転換価額修正日における時価の９０％に

相当する金額（以下本条において「修正後転

換価額」という。）に修正されるものとする。

ただし、修正後転換価額が当初転換価額の５

０％（以下本条において「下限転換価額」と

いう。）を下回るときは、修正後転換価額は下

限転換価額とする。なお、転換価額が、下記

ハにより調整された場合には、下限転換価額

についても同様の調整を行うものとする。 

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先

立つ３０連続取引日の株式会社東京証券取引

所（以下「東証」という。）における普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。円単位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。）とする。 

ハ 転換価額の調整 

(a) 当会社は、Ｃ種優先株式の発行後、下記

(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生じる可能性がある場

合は、次に定める算式（以下、本条において

「転換価額調整式」という。）をもって転換価

額（上記ロに基づく修正後の転換価額を含

む。）を調整する。 

 

調整後転換価額 

Ｃ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の

普通株式の数 

＝Ｃ種優先株主が取得を請求したＣ種優先株式の

数×第１１条の５第２項に定める基本償還価額相

当額から同項に定める控除価額相当額を控除した

金額（ただし、基本償還価額相当額及び控除価額

相当額は、同項に定める基本償還価額算式及び控

除価額算式における「償還請求日」を「転換請求

日」と、「償還請求前支払済優先配当金」を「転

換請求前支払済優先配当金」（転換請求日までの

間に支払われたＣ種優先配当金（転換請求日まで

の間に支払われたＣ種期中優先配当金及び累積未

払Ｃ種優先配当金を含む。）の支払金額をいう。）

と読み替えて算出される。）÷転換価額  

 

２．転換価額 

イ 当初転換価額 

当初転換価額は２０６円とする。 

ロ 転換価額の修正 

転換価額は、２０２２年３月３１日以降の毎

年３月３１日及び９月３０日（以下本条にお

いてそれぞれ「転換価額修正日」という。）

に、転換価額修正日における時価の９０％に

相当する金額（以下本条において「修正後転

換価額」という。）に修正されるものとする。

ただし、修正後転換価額が当初転換価額の５

０％（以下本条において「下限転換価額」と

いう。）を下回るときは、修正後転換価額は下

限転換価額とする。なお、転換価額が、下記

ハにより調整された場合には、下限転換価額

についても同様の調整を行うものとする。 

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先

立つ３０連続取引日の株式会社東京証券取引

所（以下「東証」という。）における普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。円単位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。）とする。 

ハ 転換価額の調整 

(a) 当会社は、Ｃ種優先株式の発行後、下記

(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生じる可能性がある場

合は、次に定める算式（以下、本条において

「転換価額調整式」という。）をもって転換価

額（上記ロに基づく修正後の転換価額を含

む。）を調整する。 

 

調整後転換価額 
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＝調整前転換価額×（既発行普通株式数＋

（（交付普通株式数×１株当たりの払込金額）

÷時価））÷（既発行普通株式数＋交付普通

株式数） 

 

転換価額調整式で使用する「既発行普通株式

数」は、普通株式を有する株主（以下「普通

株主」という。）に下記(b)(i)ないし(iv)の各

取引に係る基準日が定められている場合はそ

の日、また当該基準日が定められていない場

合は、調整後の転換価額を適用する日の１か

月前の日における、当会社の発行済普通株式

数から当該日における当会社の有する普通株

式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記

(b)又は(d)に基づき交付普通株式数とみなさ

れた普通株式のうち未だ交付されていない普

通株式の数を加えた数とする。 

転換価額調整式で使用する「交付普通株式

数」は、普通株式の株式分割が行われる場合

には、株式分割により増加する普通株式数

（基準日における当会社の有する普通株式に

関して増加した普通株式数を含まない。）と

し、普通株式の併合が行われる場合には、株

式の併合により減少する普通株式数（効力発

生日における当会社の有する普通株式に関し

て減少した普通株式数を含まない。）を負の値

で表示して使用するものとする。 

転換価額調整式で使用する「１株当たりの払

込金額」は、下記(b)(i)の場合は当該払込金

額（金銭以外の財産を出資の目的とする場合

には適正な評価額、無償割当ての場合は０円

とする。）、下記(b)(ii)及び(iv)の場合は０円

とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付株

式等（下記(b)(iii)に定義する。）の交付に際

して払込みその他の対価関係にある支払がな

された額（時価を下回る対価をもって普通株

式の交付を請求できる新株予約権の場合に

は、その行使に際して出資される財産の価額

を加えた額とする。）から、その取得、転換、

交換又は行使に際して取得請求権付株式等の

所持人に交付される普通株式以外の財産の価

額を控除した金額を、その取得、転換、交換

又は行使に際して交付される普通株式の数で

除した金額（下記(b)(iii)において「対価」

という。）とする。 

(b) 転換価額調整式によりＣ種優先株式の転換

価額の調整を行う場合及びその調整後の転換

価額の適用時期については、次に定めるとこ

＝調整前転換価額×（既発行普通株式数＋

（（交付普通株式数×１株当たりの払込金額）

÷時価））÷（既発行普通株式数＋交付普通

株式数） 

 

転換価額調整式で使用する「既発行普通株式

数」は、普通株式を有する株主（以下「普通

株主」という。）に下記(b)(i)ないし(iv)の各

取引に係る基準日が定められている場合はそ

の日、また当該基準日が定められていない場

合は、調整後の転換価額を適用する日の１か

月前の日における、当会社の発行済普通株式

数から当該日における当会社の有する普通株

式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記

(b)又は(d)に基づき交付普通株式数とみなさ

れた普通株式のうち未だ交付されていない普

通株式の数を加えた数とする。 

転換価額調整式で使用する「交付普通株式

数」は、普通株式の株式分割が行われる場合

には、株式分割により増加する普通株式数

（基準日における当会社の有する普通株式に

関して増加した普通株式数を含まない。）と

し、普通株式の併合が行われる場合には、株

式の併合により減少する普通株式数（効力発

生日における当会社の有する普通株式に関し

て減少した普通株式数を含まない。）を負の値

で表示して使用するものとする。 

転換価額調整式で使用する「１株当たりの払

込金額」は、下記(b)(i)の場合は当該払込金

額（金銭以外の財産を出資の目的とする場合

には適正な評価額、無償割当ての場合は０円

とする。）、下記(b)(ii)及び(iv)の場合は０円

とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付株

式等（下記(b)(iii)に定義する。）の交付に際

して払込みその他の対価関係にある支払がな

された額（時価を下回る対価をもって普通株

式の交付を請求できる新株予約権の場合に

は、その行使に際して出資される財産の価額

を加えた額とする。）から、その取得、転換、

交換又は行使に際して取得請求権付株式等の

所持人に交付される普通株式以外の財産の価

額を控除した金額を、その取得、転換、交換

又は行使に際して交付される普通株式の数で

除した金額（下記(b)(iii)において「対価」

という。）とする。 

(b) 転換価額調整式によりＣ種優先株式の転換

価額の調整を行う場合及びその調整後の転換

価額の適用時期については、次に定めるとこ
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ろによる。 

(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払込

金額をもって普通株式を交付する場合（無

償割当ての場合を含む。）（ただし、当会社

の交付した取得請求権付株式、取得条項付

株式若しくは取得条項付新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。以下

本ハにおいて同じ。）の取得と引換えに交付

する場合、普通株式の交付を請求できる新

株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。以下本ハにおいて同じ。）その他

の証券若しくは権利の転換、交換又は行使

により交付する場合、又は当会社又はその

関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則第８条第８項に定める

関係会社をいう。以下同じ。）の取締役その

他の役員又は使用人に株式報酬として普通

株式の給付を行うために信託会社へ普通株

式を交付する場合を除く。） 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際

して払込期間が設けられたときは当該払込

期間の最終日とする。）又は無償割当ての

効力発生日の翌日以降これを適用する。た

だし、当会社の普通株主に募集株式の割当

てを受ける権利を与えるため又は無償割当

てのための基準日がある場合は、その日の

翌日以降これを適用する。 

(ii) 普通株式の株式分割をする場合 

調整後の転換価額は、普通株式の株式分割

のための基準日の翌日以降これを適用す

る。 

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式若

しくは取得条項付新株予約権であって、そ

の取得と引換えに下記(c)(ii)に定める時価

を下回る対価をもって普通株式を交付する

定めがあるものを交付する場合（無償割当

ての場合を含む。）、又は下記(c)(ii)に定め

る時価を下回る対価をもって普通株式の交

付を請求できる新株予約権その他の証券若

しくは権利を交付する場合（無償割当ての

場合を含むが、当会社又はその関係会社の

取締役その他の役員又は使用人に新株予約

権を割り当てる場合、及び第２５回新株予

約権及びＤ種優先株式の発行を除く。） 

調整後の転換価額は、交付される取得請求

権付株式、取得条項付株式若しくは取得条

項付新株予約権、又は新株予約権その他の

証券若しくは権利（以下本条において「取

ろによる。 

(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払込

金額をもって普通株式を交付する場合（無

償割当ての場合を含む。）（ただし、当会社

の交付した取得請求権付株式、取得条項付

株式若しくは取得条項付新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。以下

本ハにおいて同じ。）の取得と引換えに交付

する場合、普通株式の交付を請求できる新

株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。以下本ハにおいて同じ。）その他

の証券若しくは権利の転換、交換又は行使

により交付する場合、又は当会社又はその

関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則第８条第８項に定める

関係会社をいう。以下同じ。）の取締役その

他の役員又は使用人に株式報酬として普通

株式の給付を行うために信託会社へ普通株

式を交付する場合を除く。） 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際

して払込期間が設けられたときは当該払込

期間の最終日とする。）又は無償割当ての

効力発生日の翌日以降これを適用する。た

だし、当会社の普通株主に募集株式の割当

てを受ける権利を与えるため又は無償割当

てのための基準日がある場合は、その日の

翌日以降これを適用する。 

(ii) 普通株式の株式分割をする場合 

調整後の転換価額は、普通株式の株式分割

のための基準日の翌日以降これを適用す

る。 

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式若

しくは取得条項付新株予約権であって、そ

の取得と引換えに下記(c)(ii)に定める時価

を下回る対価をもって普通株式を交付する

定めがあるものを交付する場合（無償割当

ての場合を含む。）、又は下記(c)(ii)に定め

る時価を下回る対価をもって普通株式の交

付を請求できる新株予約権その他の証券若

しくは権利を交付する場合（無償割当ての

場合を含むが、当会社又はその関係会社の

取締役その他の役員又は使用人に新株予約

権を割り当てる場合、及びＤ種優先株式の

発行並びに第２８回新株予約権及びＥ種優

先株式の発行を除く。） 

調整後の転換価額は、交付される取得請求

権付株式、取得条項付株式若しくは取得条

項付新株予約権、又は新株予約権その他の
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得請求権付株式等」という。）の全てが当

初の条件で取得、転換、交換又は行使され

普通株式が交付されたものとみなして転換

価額調整式を準用して算出するものとし、

交付される日又は無償割当ての効力発生日

の翌日以降これを適用する。ただし、普通

株主に取得請求権付株式等の割当てを受け

る権利を与えるため又は無償割当てのため

の基準日がある場合は、その日の翌日以降

これを適用する。 

上記にかかわらず、取得、転換、交換又は

行使に際して交付される普通株式の対価が

上記の時点で確定していない場合は、調整

後の転換価額は、当該対価の確定時点で交

付されている取得請求権付株式等の全てが

当該対価の確定時点の条件で取得、転換、

交換又は行使され普通株式が交付されたも

のとみなして転換価額調整式を準用して算

出するものとし、当該対価が確定した日の

翌日以降これを適用する。 

(iv) 普通株式の併合をする場合 

調整後の転換価額は、株式の併合の効力発

生日以降これを適用する。 

(c)(i) 転換価額調整式の計算については、円

単位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を切り捨てる。 

(ii) 転換価額調整式で使用する時価は、

調整後の転換価額を適用する日に先立つ３

０連続取引日の東証における普通株式の普

通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。円単位

未満小数第２位まで算出し、その小数第２

位を四捨五入する。）とする。 

(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要と

する場合以外にも、次に掲げる場合に該当す

ると当会社取締役会が合理的に判断するとき

には、当会社は、必要な転換価額の調整を行

う。 

(i) 当会社を存続会社とする合併、他の会社

が行う吸収分割による当該会社の権利義務

の全部又は一部の承継、又は他の株式会社

が行う株式交換による当該株式会社の発行

済株式の全部の取得のために転換価額の調

整を必要とするとき。 

(ii) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上

相接して発生し、一方の事由に基づく調整

後の転換価額の算出に当たり使用すべき時

価につき、他方の事由による影響を考慮す

証券若しくは権利（以下本条において「取

得請求権付株式等」という。）の全てが当

初の条件で取得、転換、交換又は行使され

普通株式が交付されたものとみなして転換

価額調整式を準用して算出するものとし、

交付される日又は無償割当ての効力発生日

の翌日以降これを適用する。ただし、普通

株主に取得請求権付株式等の割当てを受け

る権利を与えるため又は無償割当てのため

の基準日がある場合は、その日の翌日以降

これを適用する。 

上記にかかわらず、取得、転換、交換又は

行使に際して交付される普通株式の対価が

上記の時点で確定していない場合は、調整

後の転換価額は、当該対価の確定時点で交

付されている取得請求権付株式等の全てが

当該対価の確定時点の条件で取得、転換、

交換又は行使され普通株式が交付されたも

のとみなして転換価額調整式を準用して算

出するものとし、当該対価が確定した日の

翌日以降これを適用する。 

(iv) 普通株式の併合をする場合 

調整後の転換価額は、株式の併合の効力発

生日以降これを適用する。 

(c)(i) 転換価額調整式の計算については、円

単位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を切り捨てる。 

(ii) 転換価額調整式で使用する時価は、

調整後の転換価額を適用する日に先立つ３

０連続取引日の東証における普通株式の普

通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。円単位

未満小数第２位まで算出し、その小数第２

位を四捨五入する。）とする。 

(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要と

する場合以外にも、次に掲げる場合に該当す

ると当会社取締役会が合理的に判断するとき

には、当会社は、必要な転換価額の調整を行

う。 

(i) 当会社を存続会社とする合併、他の会社

が行う吸収分割による当該会社の権利義務

の全部又は一部の承継、又は他の株式会社

が行う株式交換による当該株式会社の発行

済株式の全部の取得のために転換価額の調

整を必要とするとき。 

(ii) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上

相接して発生し、一方の事由に基づく調整

後の転換価額の算出に当たり使用すべき時
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る必要があるとき。 

(iii) その他当会社の発行済普通株式の株式

数の変更又は変更の可能性の生じる事由の

発生により転換価額の調整を必要とすると

き。 

(e) 転換価額調整式により算出された調整後転

換価額と調整前転換価額との差額が１円未満

の場合は、転換価額の調整は行わないものと

する。ただし、本(e)により不要とされた調整

は繰り越されて、その後の調整の計算におい

て斟酌される。 

(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整を

行うときは、当会社は、あらかじめ書面によ

りその旨並びにその事由、調整前の転換価

額、調整後の転換価額及びその適用の日その

他必要な事項を株主名簿に記録された各Ｃ種

優先株主に通知する。ただし、その適用の日

の前日までに前記の通知を行うことができな

いときは、適用の日以降速やかにこれを行

う。 

 

③ 本条第１項に基づく転換請求の効力は、Ｃ種優先

株式に係る転換請求書が当会社本店に到着したとき

に発生する。 

 

価につき、他方の事由による影響を考慮す

る必要があるとき。 

(iii) その他当会社の発行済普通株式の株式

数の変更又は変更の可能性の生じる事由の

発生により転換価額の調整を必要とすると

き。 

(e) 転換価額調整式により算出された調整後転

換価額と調整前転換価額との差額が１円未満

の場合は、転換価額の調整は行わないものと

する。ただし、本(e)により不要とされた調整

は繰り越されて、その後の調整の計算におい

て斟酌される。 

(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整を

行うときは、当会社は、あらかじめ書面によ

りその旨並びにその事由、調整前の転換価

額、調整後の転換価額及びその適用の日その

他必要な事項を株主名簿に記録された各Ｃ種

優先株主に通知する。ただし、その適用の日

の前日までに前記の通知を行うことができな

いときは、適用の日以降速やかにこれを行

う。 

 

③ 本条第１項に基づく転換請求の効力は、Ｃ種優先

株式に係る転換請求書が当会社本店に到着したとき

に発生する。 

 

＜省略＞ 

 

＜省略＞ 

（普通株式を対価とする取得請求権） 

第１１条の１６ Ｄ種優先株主は、Ｄ種優先株式の発行

日から１年経過後いつでも、本条所定の条件に従っ

て、当会社に対し、その有するＤ種優先株式の全部又

は一部を取得するのと引換えに普通株式を交付するこ

とを請求（以下本条において「転換請求」といい、転

換請求がなされた日を「転換請求日」という。）するこ

とができる。 

 

② 取得と引換えに交付すべき財産 

１．本条に基づき、当会社がＤ種優先株主に対し対

価として交付する普通株式の数は、以下に定める

算定方法により算出する。ただし、小数点以下の

切り捨ては最後に行い、Ｄ種優先株主に対して交

付することとなる普通株式の数に１株未満の端数

が生じたときはこれを切り捨て、金銭による調整

は行わない。 

 

（算式） 

Ｄ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の

（普通株式を対価とする取得請求権） 

第１１条の１６ Ｄ種優先株主は、Ｄ種優先株式の発行

日から１年経過後いつでも、本条所定の条件に従っ

て、当会社に対し、その有するＤ種優先株式の全部又

は一部を取得するのと引換えに普通株式を交付するこ

とを請求（以下本条において「転換請求」といい、転

換請求がなされた日を「転換請求日」という。）するこ

とができる。 

 

② 取得と引換えに交付すべき財産 

１．本条に基づき、当会社がＤ種優先株主に対し対

価として交付する普通株式の数は、以下に定める

算定方法により算出する。ただし、小数点以下の

切り捨ては最後に行い、Ｄ種優先株主に対して交

付することとなる普通株式の数に１株未満の端数

が生じたときはこれを切り捨て、金銭による調整

は行わない。 

 

（算式） 

Ｄ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の
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普通株式の数 

＝Ｄ種優先株主が取得を請求したＤ種優先株式の

数×第１１条の１４第２項に定める基本償還価額

相当額（ただし、基本償還価額相当額は、同項に

定める基本償還価額算式における「償還請求日」

を「転換請求日」と読み替えて算出される。）÷

転換価額  

 

２．転換価額 

イ 当初転換価額 

当初転換価額は２０６円とする。 

ロ 転換価額の修正 

転換価額は、２０２２年３月３１日以降の毎年

３月３１日及び９月３０日（以下本条において

それぞれ「転換価額修正日」という。）に、転

換価額修正日における時価の９０％に相当する

金額（以下本条において「修正後転換価額」と

いう。）に修正されるものとする。ただし、修

正後転換価額が、当初転換価額の１５０％（以

下本条において「上限転換価額」という。）を

上回るときは、修正後転換価額は上限転換価額

とし、当初転換価額の７５％（以下本条におい

て「下限転換価額」という。）を下回るとき

は、修正後転換価額は下限転換価額とする。な

お、転換価額が、下記ハにより調整された場合

には、上限転換価額及び下限転換価額について

も同様の調整を行うものとする。 

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立

つ３０連続取引日の東証における普通株式の普

通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平

均値（終値のない日数を除く。円単位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入

する。）とする。 

ハ 転換価額の調整 

(a) 当会社は、Ｄ種優先株式の発行後、下記

(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更

を生じる場合又は変更を生じる可能性がある

場合は、次に定める算式（以下、本条におい

て「転換価額調整式」という。）をもって転

換価額（上記ロに基づく修正後の転換価額を

含む。）を調整する。 

 

調整後転換価額 

＝調整前転換価額×（既発行普通株式数＋

（（交付普通株式数×１株当たりの払込金

額）÷時価））÷（既発行普通株式数＋交付

普通株式数） 

 

普通株式の数 

＝Ｄ種優先株主が取得を請求したＤ種優先株式の

数×第１１条の１４第２項に定める基本償還価額

相当額（ただし、基本償還価額相当額は、同項に

定める基本償還価額算式における「償還請求日」

を「転換請求日」と読み替えて算出される。）÷

転換価額  

 

２．転換価額 

イ 当初転換価額 

当初転換価額は２０６円とする。 

ロ 転換価額の修正 

転換価額は、２０２２年３月３１日以降の毎年

３月３１日及び９月３０日（以下本条において

それぞれ「転換価額修正日」という。）に、転

換価額修正日における時価の９０％に相当する

金額（以下本条において「修正後転換価額」と

いう。）に修正されるものとする。ただし、修

正後転換価額が、当初転換価額の１５０％（以

下本条において「上限転換価額」という。）を

上回るときは、修正後転換価額は上限転換価額

とし、当初転換価額の７５％（以下本条におい

て「下限転換価額」という。）を下回るとき

は、修正後転換価額は下限転換価額とする。な

お、転換価額が、下記ハにより調整された場合

には、上限転換価額及び下限転換価額について

も同様の調整を行うものとする。 

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立

つ３０連続取引日の東証における普通株式の普

通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平

均値（終値のない日数を除く。円単位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入

する。）とする。 

ハ 転換価額の調整 

(a) 当会社は、Ｄ種優先株式の発行後、下記

(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更

を生じる場合又は変更を生じる可能性がある

場合は、次に定める算式（以下、本条におい

て「転換価額調整式」という。）をもって転

換価額（上記ロに基づく修正後の転換価額を

含む。）を調整する。 

 

調整後転換価額 

＝調整前転換価額×（既発行普通株式数＋

（（交付普通株式数×１株当たりの払込金

額）÷時価））÷（既発行普通株式数＋交付

普通株式数） 
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転換価額調整式で使用する「既発行普通株式

数」は、普通株主に下記(b)(i)ないし(iv)の

各取引に係る基準日が定められている場合は

その日、また当該基準日が定められていない

場合は、調整後の転換価額を適用する日の１

か月前の日における、当会社の発行済普通株

式数から当該日における当会社の有する普通

株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下

記(b)又は(d)に基づき交付普通株式数とみな

された普通株式のうち未だ交付されていない

普通株式の数を加えた数とする。 

転換価額調整式で使用する「交付普通株式

数」は、普通株式の株式分割が行われる場合

には、株式分割により増加する普通株式数

（基準日における当会社の有する普通株式に

関して増加した普通株式数を含まない。）と

し、普通株式の併合が行われる場合には、株

式の併合により減少する普通株式数（効力発

生日における当会社の有する普通株式に関し

て減少した普通株式数を含まない。）を負の

値で表示して使用するものとする。 

転換価額調整式で使用する「１株当たりの払

込金額」は、下記(b)(i)の場合は当該払込金

額（金銭以外の財産を出資の目的とする場合

には適正な評価額、無償割当ての場合は０円

とする。）、下記(b)(ii)及び(iv)の場合は０

円とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付

株式等（下記(b)(iii)に定義する。）の交付

に際して払込みその他の対価関係にある支払

がなされた額（時価を下回る対価をもって普

通株式の交付を請求できる新株予約権の場合

には、その行使に際して出資される財産の価

額を加えた額とする。）から、その取得、転

換、交換又は行使に際して取得請求権付株式

等の所持人に交付される普通株式以外の財産

の価額を控除した金額を、その取得、転換、

交換又は行使に際して交付される普通株式の

数で除した金額（下記(b)(iii)において「対

価」という。）とする。 

(b) 転換価額調整式によりＤ種優先株式の転

換価額の調整を行う場合及びその調整後の転

換価額の適用時期については、次に定めると

ころによる。 

(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払

込金額をもって普通株式を交付する場合

（無償割当ての場合を含む。）（ただし、

当会社の交付した取得請求権付株式、取

得条項付株式若しくは取得条項付新株予

転換価額調整式で使用する「既発行普通株式

数」は、普通株主に下記(b)(i)ないし(iv)の

各取引に係る基準日が定められている場合は

その日、また当該基準日が定められていない

場合は、調整後の転換価額を適用する日の１

か月前の日における、当会社の発行済普通株

式数から当該日における当会社の有する普通

株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下

記(b)又は(d)に基づき交付普通株式数とみな

された普通株式のうち未だ交付されていない

普通株式の数を加えた数とする。 

転換価額調整式で使用する「交付普通株式

数」は、普通株式の株式分割が行われる場合

には、株式分割により増加する普通株式数

（基準日における当会社の有する普通株式に

関して増加した普通株式数を含まない。）と

し、普通株式の併合が行われる場合には、株

式の併合により減少する普通株式数（効力発

生日における当会社の有する普通株式に関し

て減少した普通株式数を含まない。）を負の

値で表示して使用するものとする。 

転換価額調整式で使用する「１株当たりの払

込金額」は、下記(b)(i)の場合は当該払込金

額（金銭以外の財産を出資の目的とする場合

には適正な評価額、無償割当ての場合は０円

とする。）、下記(b)(ii)及び(iv)の場合は０

円とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付

株式等（下記(b)(iii)に定義する。）の交付

に際して払込みその他の対価関係にある支払

がなされた額（時価を下回る対価をもって普

通株式の交付を請求できる新株予約権の場合

には、その行使に際して出資される財産の価

額を加えた額とする。）から、その取得、転

換、交換又は行使に際して取得請求権付株式

等の所持人に交付される普通株式以外の財産

の価額を控除した金額を、その取得、転換、

交換又は行使に際して交付される普通株式の

数で除した金額（下記(b)(iii)において「対

価」という。）とする。 

(b) 転換価額調整式によりＤ種優先株式の転

換価額の調整を行う場合及びその調整後の転

換価額の適用時期については、次に定めると

ころによる。 

(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払

込金額をもって普通株式を交付する場合

（無償割当ての場合を含む。）（ただし、

当会社の交付した取得請求権付株式、取

得条項付株式若しくは取得条項付新株予
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約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。以下本ハにおいて同じ。）の取得

と引換えに交付する場合、普通株式の交

付を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。以下本ハ

において同じ。）その他の証券若しくは権

利の転換、交換又は行使により交付する

場合、又は当会社又はその関係会社の取

締役その他の役員又は使用人に株式報酬

として普通株式の給付を行うために信託

会社へ普通株式を交付する場合を除く。） 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に

際して払込期間が設けられたときは当該

払込期間の最終日とする。）又は無償割当

ての効力発生日の翌日以降これを適用す

る。ただし、当会社の普通株主に募集株

式の割当てを受ける権利を与えるため又

は無償割当てのための基準日がある場合

は、その日の翌日以降これを適用する。 

(ii) 普通株式の株式分割をする場合 

調整後の転換価額は、普通株式の株式分

割のための基準日の翌日以降これを適用

する。 

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式

若しくは取得条項付新株予約権であっ

て、その取得と引換えに下記(c)(ii)に定

める時価を下回る対価をもって普通株式

を交付する定めがあるものを交付する場

合（無償割当ての場合を含む。）、又は下

記(c)(ii)に定める時価を下回る対価を

もって普通株式の交付を請求できる新株

予約権その他の証券若しくは権利を交付

する場合（無償割当ての場合を含むが、

当会社又はその関係会社の取締役その他

の役員又は使用人に新株予約権を割り当

てる場合、及び第２５回新株予約権及び

Ｃ種優先株式の発行を除く。） 

調整後の転換価額は、交付される取得請

求権付株式、取得条項付株式若しくは取

得条項付新株予約権、又は新株予約権そ

の他の証券若しくは権利（以下本条にお

いて「取得請求権付株式等」という。）の

全てが当初の条件で取得、転換、交換又

は行使され普通株式が交付されたものと

みなして転換価額調整式を準用して算出

するものとし、交付される日又は無償割

当ての効力発生日の翌日以降これを適用

する。ただし、普通株主に取得請求権付

約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。以下本ハにおいて同じ。）の取得

と引換えに交付する場合、普通株式の交

付を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。以下本ハ

において同じ。）その他の証券若しくは権

利の転換、交換又は行使により交付する

場合、又は当会社又はその関係会社の取

締役その他の役員又は使用人に株式報酬

として普通株式の給付を行うために信託

会社へ普通株式を交付する場合を除く。） 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に

際して払込期間が設けられたときは当該

払込期間の最終日とする。）又は無償割当

ての効力発生日の翌日以降これを適用す

る。ただし、当会社の普通株主に募集株

式の割当てを受ける権利を与えるため又

は無償割当てのための基準日がある場合

は、その日の翌日以降これを適用する。 

(ii) 普通株式の株式分割をする場合 

調整後の転換価額は、普通株式の株式分

割のための基準日の翌日以降これを適用

する。 

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式

若しくは取得条項付新株予約権であっ

て、その取得と引換えに下記(c)(ii)に定

める時価を下回る対価をもって普通株式

を交付する定めがあるものを交付する場

合（無償割当ての場合を含む。）、又は下

記(c)(ii)に定める時価を下回る対価を

もって普通株式の交付を請求できる新株

予約権その他の証券若しくは権利を交付

する場合（無償割当ての場合を含むが、

当会社又はその関係会社の取締役その他

の役員又は使用人に新株予約権を割り当

てる場合、及びＣ種優先株式の発行並び

に第２８回新株予約権及びＥ種優先株式

の発行を除く。） 

調整後の転換価額は、交付される取得請

求権付株式、取得条項付株式若しくは取

得条項付新株予約権、又は新株予約権そ

の他の証券若しくは権利（以下本条にお

いて「取得請求権付株式等」という。）の

全てが当初の条件で取得、転換、交換又

は行使され普通株式が交付されたものと

みなして転換価額調整式を準用して算出

するものとし、交付される日又は無償割

当ての効力発生日の翌日以降これを適用
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株式等の割当てを受ける権利を与えるた

め又は無償割当てのための基準日がある

場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。 

上記にかかわらず、取得、転換、交換又

は行使に際して交付される普通株式の対

価が上記の時点で確定していない場合

は、調整後の転換価額は、当該対価の確

定時点で交付されている取得請求権付株

式等の全てが当該対価の確定時点の条件

で取得、転換、交換又は行使され普通株

式が交付されたものとみなして転換価額

調整式を準用して算出するものとし、当

該対価が確定した日の翌日以降これを適

用する。 

(iv) 普通株式の併合をする場合 

調整後の転換価額は、株式の併合の効力

発生日以降これを適用する。 

(c)(i) 転換価額調整式の計算については、円

単位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を切り捨てる。 

(ii) 転換価額調整式で使用する時価は、

調整後の転換価額を適用する日に先立つ

３０連続取引日の東証における普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含

む。）の平均値（終値のない日数を除く。

円単位未満小数第２位まで算出し、その

小数第２位を四捨五入する。）とする。 

(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要と

する場合以外にも、次に掲げる場合に該当す

ると当会社取締役会が合理的に判断するとき

には、当会社は、必要な転換価額の調整を行

う。 

(i) 当会社を存続会社とする合併、他の会

社が行う吸収分割による当該会社の権利

義務の全部又は一部の承継、又は他の株

式会社が行う株式交換による当該株式会

社の発行済株式の全部の取得のために転

換価額の調整を必要とするとき。 

(ii) 転換価額を調整すべき事由が２つ以

上相接して発生し、一方の事由に基づく

調整後の転換価額の算出に当たり使用す

べき時価につき、他方の事由による影響

を考慮する必要があるとき。 

(iii) その他当会社の発行済普通株式の株

式数の変更又は変更の可能性の生じる事

由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。 

する。ただし、普通株主に取得請求権付

株式等の割当てを受ける権利を与えるた

め又は無償割当てのための基準日がある

場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。 

上記にかかわらず、取得、転換、交換又

は行使に際して交付される普通株式の対

価が上記の時点で確定していない場合

は、調整後の転換価額は、当該対価の確

定時点で交付されている取得請求権付株

式等の全てが当該対価の確定時点の条件

で取得、転換、交換又は行使され普通株

式が交付されたものとみなして転換価額

調整式を準用して算出するものとし、当

該対価が確定した日の翌日以降これを適

用する。 

(iv) 普通株式の併合をする場合 

調整後の転換価額は、株式の併合の効力

発生日以降これを適用する。 

(c)(i) 転換価額調整式の計算については、円

単位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を切り捨てる。 

(ii) 転換価額調整式で使用する時価は、

調整後の転換価額を適用する日に先立つ

３０連続取引日の東証における普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含

む。）の平均値（終値のない日数を除く。

円単位未満小数第２位まで算出し、その

小数第２位を四捨五入する。）とする。 

(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要と

する場合以外にも、次に掲げる場合に該当す

ると当会社取締役会が合理的に判断するとき

には、当会社は、必要な転換価額の調整を行

う。 

(i) 当会社を存続会社とする合併、他の会

社が行う吸収分割による当該会社の権利

義務の全部又は一部の承継、又は他の株

式会社が行う株式交換による当該株式会

社の発行済株式の全部の取得のために転

換価額の調整を必要とするとき。 

(ii) 転換価額を調整すべき事由が２つ以

上相接して発生し、一方の事由に基づく

調整後の転換価額の算出に当たり使用す

べき時価につき、他方の事由による影響

を考慮する必要があるとき。 

(iii) その他当会社の発行済普通株式の株

式数の変更又は変更の可能性の生じる事

由の発生により転換価額の調整を必要と
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(e) 転換価額調整式により算出された調整後

転換価額と調整前転換価額との差額が１円未

満の場合は、転換価額の調整は行わないもの

とする。ただし、本(e)により不要とされた

調整は繰り越されて、その後の調整の計算に

おいて斟酌される。 

(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整

を行うときは、当会社は、あらかじめ書面に

よりその旨並びにその事由、調整前の転換価

額、調整後の転換価額及びその適用の日その

他必要な事項を株主名簿に記録された各Ｄ種

優先株主に通知する。ただし、その適用の日

の前日までに前記の通知を行うことができな

いときは、適用の日以降速やかにこれを行

う。 

 

③ 本条第１項に基づく転換請求の効力は、Ｄ種優先

株式に係る転換請求書が当会社本店に到着したとき

に発生する。 

 

するとき。 

(e) 転換価額調整式により算出された調整後

転換価額と調整前転換価額との差額が１円未

満の場合は、転換価額の調整は行わないもの

とする。ただし、本(e)により不要とされた

調整は繰り越されて、その後の調整の計算に

おいて斟酌される。 

(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整

を行うときは、当会社は、あらかじめ書面に

よりその旨並びにその事由、調整前の転換価

額、調整後の転換価額及びその適用の日その

他必要な事項を株主名簿に記録された各Ｄ種

優先株主に通知する。ただし、その適用の日

の前日までに前記の通知を行うことができな

いときは、適用の日以降速やかにこれを行

う。 

 

③ 本条第１項に基づく転換請求の効力は、Ｄ種優先

株式に係る転換請求書が当会社本店に到着したとき

に発生する。 

 

＜省略＞ 

 

＜省略＞ 

 

 

 

以 上 

 


